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1.  平成22年1月期第2四半期の連結業績（平成21年2月1日～平成21年7月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年1月期第2四半期 595 △43.4 △369 ― △246 ― △372 ―
21年1月期第2四半期 1,051 △7.8 △313 ― △263 ― △587 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年1月期第2四半期 △56.40 ―
21年1月期第2四半期 △88.97 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年1月期第2四半期 5,817 4,632 78.2 688.60
21年1月期 6,030 4,789 77.9 711.31

（参考） 自己資本  22年1月期第2四半期  4,548百万円 21年1月期  4,699百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金
（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年1月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
22年1月期 ― 0.00
22年1月期 
（予想）

― 0.00 0.00

3.  平成22年1月期の連結業績予想（平成21年2月1日～平成22年1月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 1,290 △30.8 △663 ― △516 ― △640 ― △96.93



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  無  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

(注)詳細は、4ページ【定性的情報・財務諸表等】4.その他をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号)及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準
適用指針第14号)を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 
・上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確実な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況
の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。なお、業績予想の前提となる仮定等については、3ページ【定性的情報・財務諸表等】3.連結業績
予想に関する定性的情報をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年1月期第2四半期 8,169,793株 21年1月期 8,169,793株
② 期末自己株式数 22年1月期第2四半期 1,563,726株 21年1月期 1,563,438株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年1月期第2四半期 6,606,235株 21年1月期第2四半期 6,607,515株



定性的情報・財務諸表等 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

 当第２四半期連結累計期間における世界経済は、昨年秋に表面化した金融危機直後の深刻な状態に比べると多少

の改善傾向が見られましたが、先行き不透明な状況で推移しました。 

 また、我が国経済は、世界的な不況の中、企業業績が下げ止まる動きはあるものの、雇用情勢の悪化や個人消費

も引き続き低迷するなど、厳しい事業環境が続いております。 

 このような国内外の経済状況の中、当電子部品業界におきましても世界市場全体での需要激減の影響を受け受

注・売上とも大きく減少致しました。 

 第２四半期連結累計期間の売上高は５億９千５百万円（前年同期比４億５千６百万円の減少）となりました。そ

の主な要因と致しましては、コイル・トランスは東南アジア向けの輸出が順調に推移した事により売上は増加しま

したが、フェライトコアは世界市場全体での受注減少により海外・国内市場ともに売上が急減したことで、売上全

体としてはほぼ半減となりました。 

  損益面では、人件費、経費等の削減に努めましたが、売上高激減の煽りを受け、営業損益は３億６千９百万円の

損失（前年同期比で５千６百万円の損失の増加）となりました。経常損益は、営業外収益における投資有価証券評

価益並びに為替差益の計上により２億４千６百万円の損失（前年同期比で１千７百万円の損失の減少）、四半期純

損益は投資有価証券評価損の計上により３億７千２百万円の損失（前年同期比２億１千５百万円の損失の減少）と

なりました。 

  

２．連結財政状態に関する定性的情報 

 （１）資産、負債及び純資産の状況 

   当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べて２億１千３百万円減少し、５８億

１千７百万円となりました。このうち、流動資産は１２億８千９百万円、固定資産は４５億２千７百万円となりま

した。  

   当第２四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べて５千６百万円減少し、１１億８ 

千４百万円となりました。このうち、流動負債は２億１千５百万円、固定負債は９億６千９百万円となりました。

   当第２四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べて１億５千７百万円減少し、４６億３

千２百万円となりました。 

 （２)キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、投資活動で増加したもの

の、営業活動・財務活動で減少となり、前連結会計年度末に比べ８千９百万円減少し、２億６千１百万円となりま

した。 

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によって使用した資金は、１億１千万円となりました。これは主に、税金等調整前四半期純損失によ

り減少したものであります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によって得られた資金は、８百万円となりました。これは主に、投資有価証券の売却収入によるもの

であります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によって使用した資金は、０百万円となりました。これは自己株式の取得によるものであります。 

３．連結業績予想に関する定性的情報 

   業績予想につきましては、本年６月に開示致しました業績予想を修正しております。その内容と致しましては、

９月３日付け公表の業績予想の修正に関するお知らせの通りです。 



４．その他 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

 該当事項はありません。 

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

 (簡便な会計処理)  

         たな卸資産の評価方法 

          たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿

価切下げを行う方法によっております。 

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

 (会計処理基準に関する事項の変更)  

         (1)四半期財務諸表に関する会計基準の適用 

   当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結

財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

         (2)重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

   通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として先入先出法による原価法によっており

ましたが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平

成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。これにより、営業損失、経常損失及び

税金等調整前四半期純損失は、それぞれ14,362千円増加しております。また、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

         (3)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

   当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用しております。この変更による損益に与える影響は

ありません。また、セグメント情報に与える影響はありません。 

         (4)リース取引に関する会計基準の適用 

          所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができる

ことになったことに伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に

係る会計処理によっております。なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用し

ております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法について

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。この変更による損益に与

える影響はありません。また、セグメント情報に与える影響はありません。 



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年７月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年１月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 261,474 351,131

受取手形及び売掛金 321,997 399,672

商品及び製品 177,238 203,474

仕掛品 223,929 257,022

原材料及び貯蔵品 167,205 208,549

その他 139,184 166,905

貸倒引当金 △1,449 △1,677

流動資産合計 1,289,579 1,585,078

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 410,927 418,332

機械装置及び運搬具（純額） 194,162 224,493

土地 1,766,275 1,766,275

その他（純額） 46,457 47,021

有形固定資産合計 2,417,823 2,456,122

無形固定資産 42,078 40,650

投資その他の資産   

投資有価証券 2,061,392 1,942,595

長期前払費用 5,964 5,842

その他 733 2,631

貸倒引当金 △456 △2,354

投資その他の資産合計 2,067,632 1,948,714

固定資産合計 4,527,535 4,445,488

資産合計 5,817,115 6,030,566



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年７月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年１月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 76,554 103,906

未払法人税等 6,598 8,754

未払費用 75,592 88,042

賞与引当金 23,756 23,756

その他 32,684 34,914

流動負債合計 215,186 259,374

固定負債   

リース資産減損勘定 2,057 4,061

繰延税金負債 52,748 25,904

再評価に係る繰延税金負債 271,652 271,652

退職給付引当金 428,574 455,268

役員退職慰労引当金 204,423 214,670

その他 9,703 9,709

固定負債合計 969,160 981,268

負債合計 1,184,346 1,240,642

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,966,818 1,966,818

資本剰余金 2,066,026 2,066,026

利益剰余金 788,637 1,161,216

自己株式 △226,022 △225,998

株主資本合計 4,595,460 4,968,063

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △224,652 △430,335

土地再評価差額金 244,829 244,829

為替換算調整勘定 △66,678 △83,396

評価・換算差額等合計 △46,501 △268,902

少数株主持分 83,809 90,762

純資産合計 4,632,768 4,789,924

負債純資産合計 5,817,115 6,030,566



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成21年７月31日) 

売上高 595,306

売上原価 747,495

売上総損失（△） △152,189

販売費及び一般管理費 217,448

営業損失（△） △369,637

営業外収益  

受取利息 1,952

受取配当金 3,609

投資有価証券評価益 38,235

為替差益 49,771

雑収入 32,604

営業外収益合計 126,172

営業外費用  

雑損失 3,153

営業外費用合計 3,153

経常損失（△） △246,618

特別利益  

固定資産売却益 206

投資有価証券売却益 2,326

貸倒引当金戻入額 504

特別利益合計 3,037

特別損失  

たな卸資産廃棄損 13,559

固定資産除却損 82

固定資産売却損 5

投資有価証券売却損 13

投資有価証券評価損 124,374

特別損失合計 138,036

税金等調整前四半期純損失（△） △381,617

法人税、住民税及び事業税 2,553

少数株主損失（△） △11,591

四半期純損失（△） △372,579



（第２四半期連結会計期間） 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年５月１日 
 至 平成21年７月31日) 

売上高 330,185

売上原価 384,580

売上総損失（△） △54,395

販売費及び一般管理費 109,253

営業損失（△） △163,648

営業外収益  

受取利息 857

受取配当金 2,854

投資有価証券評価益 16,270

雑収入 17,471

営業外収益合計 37,452

営業外費用  

為替差損 11,229

雑損失 1,935

営業外費用合計 13,165

経常損失（△） △139,361

特別損失  

たな卸資産廃棄損 13,559

固定資産除却損 6

投資有価証券評価損 124,374

特別損失合計 137,941

税金等調整前四半期純損失（△） △277,302

法人税、住民税及び事業税 1,276

少数株主損失（△） △5,580

四半期純損失（△） △272,998



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成21年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △381,617

減価償却費 80,943

長期前払費用償却額 188

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,125

退職給付引当金の増減額（△は減少） △26,694

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △10,246

受取利息及び受取配当金 △5,562

為替差損益（△は益） △15,673

有形固定資産売却損益（△は益） △201

投資有価証券売却損益（△は益） △2,312

投資有価証券評価損益（△は益） 86,139

有形固定資産除却損 82

売上債権の増減額（△は増加） 85,401

たな卸資産の増減額（△は増加） 104,786

その他の流動資産の増減額（△は増加） 24,507

仕入債務の増減額（△は減少） △41,346

その他の流動負債の増減額（△は減少） △14,784

その他の固定負債の増減額（△は減少） △2,009

小計 △120,526

利息及び配当金の受取額 4,928

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 5,019

営業活動によるキャッシュ・フロー △110,579

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △21,043

有形固定資産の売却による収入 260

投資有価証券の取得による支出 △61

投資有価証券の売却による収入 29,964

長期前払費用の取得による支出 △309

投資活動によるキャッシュ・フロー 8,810

財務活動によるキャッシュ・フロー  

自己株式の取得による支出 △24

財務活動によるキャッシュ・フロー △24

現金及び現金同等物に係る換算差額 12,135

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △89,656

現金及び現金同等物の期首残高 351,131

現金及び現金同等物の四半期末残高 261,474



 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

（４）継続企業の前提に関する注記 

 該当事項はありません。 

（５）セグメント情報 

〔事業の種類別セグメント情報〕 

当第２四半期連結累計期間（自平成21年２月１日 至平成21年７月31日） 

 当社グループは、同一セグメントに属する電子部品材料の製造、販売を行っており、当該事業以外に事業の種

類がないため、該当事項はありません。 

  

〔所在地別セグメント情報〕 

  

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

東南アジア………香港、中国 

３．会計処理の変更 

  (棚卸資産の評価に関する会計基準) 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」（1）に記載のとおり、当第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）

を適用しております。これにより日本の営業費用は14,362千円増加し、営業損失は同額増加しております。

〔海外売上高〕 

当第２四半期連結累計期間（自平成21年２月１日 至平成21年７月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

東南アジア…………中国、香港、台湾、タイ、シンガポール、マレーシア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 該当事項はありません。 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年２月１日 
至 平成21年７月31日） 

項目 日本（千円） 
東南アジア 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高 471,586 123,719 595,306 － 595,306 

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高 
96,395 176,062 272,458 (272,458) － 

計 567,982 299,782 867,764 (272,458) 595,306 

営業損失 208,391 152,287 360,678 8,959 369,637 

  東南アジア その他 計 

海外売上高（千円） 343,643 25,064 368,708 

連結売上高（千円） － － 595,306 

海外売上高の連結売上高に占める

割合（％） 
57.7 4.2 61.9 



「参考資料」 

前年同四半期に係る財務諸表等 

（１）(要約)中間連結損益計算書 

科目 
前中間連結会計期間 

（自 平成20年２月１日 
至 平成20年７月31日） 

区分 金額（千円） 

Ⅰ 売上高   1,051,723 

Ⅱ 売上原価   1,095,202 

売上総損失（△）   △43,478 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   269,907 

営業損失（△）   △313,386 

Ⅳ 営業外収益   57,047 

Ⅴ 営業外費用   7,609 

経常損失（△）   △263,948 

Ⅵ 特別利益   16,947 

Ⅶ 特別損失   339,990 

税金等調整前中間純損失（△）   △586,991 

法人税、住民税及び事業税 3,416   

法人税等調整額 248 3,665 

少数株主損失（△）   △2,772 

中間純損失（△）   △587,884 

   



（２）(要約)中間連結キャッシュ・フロー計算書 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成20年２月１日 
至 平成20年７月31日） 

区分 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー △300,151 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 66,665 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー △43,129 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 42,332 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加（△減
少）額 

△234,283 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 777,464 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高 543,180 

  



（３）セグメント情報 

〔事業の種類別セグメント情報〕 

前中間連結会計期間（自 平成20年２月１日 至 平成20年７月31日） 

 当社グループは、同一セグメントに属する電子部品材料の製造、販売を行っており、当該事業以外に事業の種

類がないため、該当事項はありません。 

〔所在地別セグメント情報〕 

前中間連結会計期間（自 平成20年２月１日 至 平成20年７月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

東南アジア………香港、中国 

３．当中間連結会計期間における営業費用のうち、配賦不能営業費用はありません。 

４．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、役員退職慰労引当金につ

いては、従来、支出時に費用処理する方法を採用しておりましたが、当中間連結会計期間より規程に基づく

中間期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更いたしました。これに伴い従来の方法に

比較して、日本の営業費用は6,159千円増加し、営業損失は同額増加しております。 

〔海外売上高〕 

前中間連結会計期間（自平成20年２月１日 至平成20年７月31日） 

６．その他の情報 

 特に記載すべき事項はありません。 

項目 日本（千円） 
東南アジア 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高 664,581 387,142 1,051,723 － 1,051,723 

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高 
302,296 391,980 694,276 (694,276) － 

計 966,877 779,123 1,746,000 (694,276) 1,051,723 

      営業費用 1,166,739 897,121 2,063,861 (698,751) 1,365,109 

営業損失（△） △199,861 △117,998 △317,860 4,474 △313,386 

  東南アジア その他 計 

海外売上高（千円） 652,010 43,362 695,372 

連結売上高（千円） － － 1,051,723 

海外売上高の連結売上高に占める

割合（％） 
62.0 4.1 66.1 
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